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・  本書類は、金融商品取引法において、「業務及び財産の状況に関する説明書類」

（金融商品取引法第 46 条の 4 に基づき作成する説明書類）への記載が義務付けら

れている事項（法定記載事項）のうち、「株式の保有数の上位10位までの株主の氏名

等」の記載の一部を省略したものであります。 

・  法定記載事項が全て記載された「業務及び財産の状況に関する説明書類」は当社

の営業所又は事務所において閲覧することが可能です。 

 

 

 

 

ＦＰＬ証券株式会社 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   ＦＰＬ証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   平成２８年１０月３日（北海道財務局長（金商）第４５号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年   月 沿     革 

2014 年 12 月 保険代理店ＦＰＬインシュアランス株式会社として創業 

2016 年 2 月 資本金等を７，５００万円（資本準備金含む）に増資 

2016 年 3 月 資本金等を１億９，０００万円（資本準備金含む）に増資 

2016 年 10 月 

 

第一種金融商品取引業者として登録 

ＦＰＬ証券株式会社に商号変更 

2016 年 12 月 金融商品取引業の営業開始 

2018 年 11 月 投資助言・代理業者として登録 

 

  (2) 経営の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

株主総会 

取締役会 

代表取締役会長 

取締役 

監査役 

金融商品仲介業者選定委員会 

事務管理部 コンプライアンス部 ファイナンシャルアドバイザリー部 

代表取締役社長 

内部監査 

取締役 
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 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

 

１．ＦＰＬホールディングス株式会社 

株 

5,520 

％ 

66.34 

２.株式会社なかの経営 400    4.80 

３.個人 200 2.40 

４.個人 200 2.40 

５.個人 200 2.40 

6.個人 200   2.40 

7.個人 200   2.40 

8.個人 200   2.40 

9.株式会社日総 200   2.40 

10.個人 200   2.40 

11.個人 200   2.40 

12.日本ビズアップ株式会社 200   2.40 

13.協和総合管理株式会社 200   2.40 

その他（2名） 200   2.40 

計 15 名 8,320 100.00 

※一部の個人株主につきましては、日本証券業協会の「業務及び財産の状況に関する説明書類

の公表に関する規則」に基づき、個人株主の氏名に代えて「個人」と記載しております。 

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役会長 中 川    浩 有 常 勤 

代表取締役社長 工 藤 好 洋 有 常 勤 

取 締 役 西 坂   正 無 常 勤 

取 締 役 萩 原   栄 無 非常勤 

監 査 役 吉 田 桂 公 無 非常勤 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

    (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位
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にある者を含む。）の氏名 

 

氏   名 役  職  名 

山 崎 昌 子 コンプライアンス部長 

(2)  投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は投

資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含

む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第 11 号ロ

に規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投資助言業務に

関し当該投資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券関連業に該当す

るものに限る。）に係る外務員の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

工 藤  好 洋 代表取締役社長 

 

 ７．業務の種別 

 ・金融商品取引法第 28 条第 1 項第 1 号に掲げる行為に係る業務 

 ・有価証券等管理業務 

 ・投資助言・代理業 

   

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又

は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本  店  北海道札幌市中央区北 2 条西 10 丁目 2 番 7 号 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

   保険業法第2条第26項に規定する保険募集に係る業務 

当社顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

 10.苦情処理及び紛争解決の体制 

第一種金融商品取引業については、特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センタ

ー（FINMAC）と特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結しております。 

投資助言・代理業については、一般社団法人日本投資顧問業協会（FINMACに業務委託）を利

用する体制としております。 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 
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特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 

一般社団法人日本投資顧問業協会 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当ありません。 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 

 

Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

当期のわが国経済は、コロナ禍からの回復により、外国人観光客の復活や、賃金上昇による所得

増加、日経平均が一時 4 万円の大台をつけ 1989 年の高値 38,915 円を更新するなど、景気拡大要素

も見られましたが、個人消費が伸び悩み、景気は緩やかな回復に留まりました。世界的には、インフレ

圧力が鎮静化せず、中央銀行による金融引締めの継続、中国経済の悪化懸念、中東情勢の緊迫化

など、景気圧迫要因が見られましたが、米国経済は堅調さを維持しました。また、日銀も 2016 年から

続いたマイナス金利解除に踏み切り、我が国の金融政策も転換点を迎えています。 

為替市場では、期初1ドル＝130円台でしたが、米長期金利の上昇から11月には一時1ドル＝151

円 94 銭をつけました。その後、米利下げへの思惑が強まり、米長期金利が低下に転じたことから、1 ド

ル＝140 円台まで円高が進みましたが、年明け以降は米利下げ観測の後退などから円安が進み、当

期末は 1 ドル＝151 円台前半で終えました。 

米国債券市場においては、金融緩和が期中にも始まるのではないかとの大方の予想を裏切る形と

なりました。FRB による相次ぐ利上げを受け、令和 5 年 3 月から 10 月にかけては、米国債市場は軟調

に推移しました。その後、FRB の利下げ転換観測が台頭したことから、令和 5 年 10 月半ばから 12 月

末にかけて米国債利回りが低下（債券価格は上昇）に転じましたが、令和 6 年に入ると、インフレ圧力

の根強さを示す経済指標が相次ぎ、FRB の利下げ観測が後退し、米国債利回りは再び上昇しました

（債券価格は下落）。 

このような状況の下、当社は、外貨建債券販売、投資信託販売、保険代理店業務の 3 つを柱に据

え、営業を展開しました。外貨建債券販売においては、米国国債、ドル建永久劣後債、ドル建普通社

債の取扱高が大幅に伸長したことが貢献し、過去最高の業績となりました。また、オンライン動画配信、

SNS 等のウェブマーケティング強化が奏功し、インターネットを通じた口座開設申込の増加に繋がりま

した。 

以上の結果、当期純営業収益は 675,519 千円、最終利益は 202,142 千円の黒字となりました。 
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２．口座数と預り資産残高の状況 

 （1）口座数の状況 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

開設口座数 583 1,219 2,402 

 

 （２）預り資産残高の状況 

（単位：百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

株式 － － － 

債券 4,407 12,569 32,694 

受益証券 1,166 1,337 2,026 

その他 154 392 413 

合計 5,278 14,299 35,134 

 

３．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移                                     （単位：百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

資本金 95 95 95 

発行済株式総数 8,320 株 8,320 株 8,320 株 

営業収益 129 494 688 

（受入手数料） 57 126 25 

 （（委託手数料）） － － － 

 （（引受け・売出し・特定投資家向

け売付け勧誘等の手数料）） 
－ － － 

（（募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱い手数料）） 
6 0 － 

(（その他の受入手数料）) 51 125 25 

(((保険代理店取扱手数料))) 40 117 16 

((（受入手数料（信託報酬））) 6 6 8 

((（投資助言報酬）)) 0 － － 

（（事務手数料）） 3 0 0 

(トレーディング損益) 69 359 645 

 (（株券等）) － － － 

 (（債券等）) 69 359 645 

 (（その他）) － － － 

純営業収益 127 486 675 
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 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

経常損益 △15 204 282 

当期純損益 △15 146 202 

 

   

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

該当事項はありません。 

 

①-2 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

②有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子

募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

                                            （単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し の

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2022 

年 

３ 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 － － － － － － － 

地方債証券 － － － － － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 2,197 630 － 

受益証券 － － － 404 － 706 － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 404 2,197 1,336 － 

2023 

年 

３ 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 － － － － － － － 

地方債証券 － － － － － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 13,387 － － 

受益証券 － － － 347 － 85 － 

その他 － － － － － － － 
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区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し の

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

合 計 － － － 347 13,387 85 － 

2024 

年 

３ 

月 

期 

株券 － － － － － － － 

国債証券 － － － － － － － 

地方債証券 － － － － － － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － 22,135 － － 

受益証券 － － － 600 － 0 － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 600 22,135 0 － 

 

 

 

②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子

募集取扱業務に係るものに限る。） 

該当事項はありません。 

 

②-3 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の

募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子

記録移転有価証券表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

   該当事項はありません。 

 

  (3) その他業務の状況                                          （単位:百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

生命保険取扱手数料 40 117 16 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

自 己 資 本 規 制 比 率 （ Ａ ／ Ｂ

×100） 
417.5 455.0 471.6 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
152 290 457 

リスク相当額（Ｂ） 36 63 97 

 市場リスク相当額 0 1 0 



 

8 

 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

取引先リスク相当額 3 0 0 

基礎的リスク相当額 36 62 95 

 
暗号資産等による控除

額 
－ － － 

     

   

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

                                                                 （単位：名） 

 2022 年 3 月期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

使用人 5 11 13 

（うち外務員） (5) （7） （9） 

 

（6）役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

該当事項はありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

  (1) 貸借対照表                                         （単位:百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科     目 
金額 

科目 
金額 

2023 年 3 月 2024 年 3 月 2023 年 3 月 2024 年 3 月 

流   動   資   産 963 1,209 流 動 負 債 668 747 

現 金 ・ 預 金 570 579 約 定 見 返 勘 定 165 174 

約 定 見 返 勘 定 172 179 預 り 金 419 491 

預 託 金 210 420 顧客からの預り金 216 304 

トレーディング商品 0 0 募 集 等 受 入 金 176 109 

立 替 金 － 0 そ の 他 の 預 り 金 26 77 

前 払 金 4 4 未 払 金 19 25 

売 掛 金 － － 未 払 法 人 税 等 59 51 

未 収 収 益 0 1 賞 与 引 当 金 3 4 

仮 払 金 － － 固 定 負 債 0 － 

   その他 流 動 資 産 6 25 長 期 借 入 金 － － 

固 定 資 産 

 

11 24 長 期 未 払 金 

仮 受 金 

0 

－       

－ 

0 

有 形 固 定 資 産 0 2 負 債 の 部 合 計 669 747 

車 両 運 搬 具 

建        物 

附 属   設 備 

0 

0 

 0 

－ 

 0 

0 

純 資 産 の 部 

工 具 器 具 備 品 0 0 株 主 資 本 305 486 

無 形 固 定 資 産 0 2 資 本 金 95 95 

 ソ フ ト ウ ェ ア 0 2 資 本 剰 余 金 94 94 

投資その他の資産 10 20    資 本 準 備 金 94 94 

差 入 保 証 金 0 1 利 益 剰 余 金 115 296 

長 期 前 払 費 用 7 16     繰 越 利 益 剰 余 金 115 296 

預 託 金 0 －    

繰 延 税 金 資 産 1 1 純 資 産 の 部 合 計 305 486 

資産の部合計 974 1,233 
負債及び純資産の部合

計 
974 1,233 
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  (2) 損益計算書                                             （単位：百万円） 

科目 2023 月 3 月 2024 月 3 月 

経

常

損

益

䧸

部 

営

業

損

益

䧸

部 

営 業 収 益 494 688 

受 入 手 数 料 126 25 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 359 645 

 金 融 収 益 8 17 

金 融 費 用 8 13 

純 営 業 収 益 486 675 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 281 408 

取 引 関 係 費 173 247 

人 件 費 90 127 

不 動 産 関 係 費 4 8 

事 務 費 9 15 

減 価 償 却 費 0 3 

租 税 公 課 0 0 

そ の 他 2 4 

営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 （ △ ） 204 267 

営 

業 

外 

損
益
䧸
部 

営 業 外 収 益 0 15 

営 業 外 費 用 0 0 

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 ( △ ) 204 282 

特
別
損
益

䧸   
 

部 

特 別 利 益 － 0 

特 別 損 失 － － 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 204 283 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 59 81 

当 期 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失 （ △ ） 146 202 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

 

自 2022 年 4 月 1 日 至 2023 年月 3 月 31 日                 （単位：千円） 
 

株主資本 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合

計 
資本 

準備金 

資本剰余金

合計 

その他 

利益剰余金 

利益剰余

金合計 

繰越 

利益剰余金 

当期首残高 95,250 94,750 94,750 △31,294 △31,294 158,705 158,705 

当期変動額        

当期純利益     －      －      －   146,484 146,484 146,484 146,484 

当期変動額合計 － － － 146,484 146,484 146,484 146,484 

当期末残高 95,250 94,750 94,750 115,190 115,190 305,190 305,190 

 

 

 

       自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年月 3 月 31 日                 （単位：千円） 
 

株主資本 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計 
資本 

準備金 

資本剰余金

合計 

その他 

利益剰余金 

利益剰余

金合計 

繰越 

利益剰余金 

当期首残高 95,250 94,750 94,750 115,190 115,190 305,190 305,190 

当期変動額        

利益剰余金の配当    △20,800 △20,800 △20,800 △20,800 

当期純利益     －      －      －   202,142 202,142 202,142 202,142 

当期変動額合計 － － － 181,342 181,342 181,342 181,342 

当期末残高 95,250 94,750 94,750 296,533 296,533 486,533 486,533 
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注記事項 

「重要な会計方針」 

(1) 有価証券取引及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

  トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）の評価基準及び評価方法 

  トレーディング商品に属する有価証券については、時価法（取得原価は移動平均法に

より算定）を採用しています。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産（リース資産を除く。） 

  建物       定額法によっております。 

  付属設備     定額法によっております。 

  車両運搬具 定率法によっております。 

  工具器具備品 定率法によっております。 

 ②無形固定資産（リース資産を除く。） 

  ソフトウェア 定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金    

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上するほ

か、貸倒懸念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。なお、当事業年度末における貸倒引当金の計上額はありません。 

 ②賞与引当金     

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。 

(4) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

「貸借対照表に関する注記」 

有形固定資産の減価償却累計額 1,478,208 円 

   

「損益計算書に関する注記」 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 

販売費及び一般管理費 6,600,000 円 
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営業外取引による取引高 

雑収入 0 円 

   受取配当金                                        15,000,000 円 

「株主資本等変動計算書に関する注記」 

  (1)当該事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式  8,320 株 

 (2)当該事業年度の末日における自己株式の数                          

普通株式  0 株 

  (3)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

   ①令和 5 年 6 月 29 日の定時株主総会において、次のとおり決議されました。 

    配当金の総額       20,800,000 円 

    配当金の原資       利益剰余金 

    一株あたりの配当額    2,500 円 

    基準日            令和 5 年 3 月 31 日 

    効力発生日         令和 5 年 6 月 30 日 

 

「税効果会計に関する注記」 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

   繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金（注）                                   -    円 

その他      1,441,820  

繰延税金資産小計            1,441,820  

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）                             - 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額         -       

評価性引当額小計            - 

繰延税金資産合計                1,441,820 

繰延税金負債        -       

繰延税金資産（負債）の純額              -      

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額（単位：円） 

 1年以内  1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 

5年超 合計 

税務上の 

繰越欠損（※） 

- - - -  - -     - 

評価性引当金  - - - - -  -     - 

繰延税金資産  1,441,820 - - - - - 1,441,820 

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 
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「金融商品に関する注記」 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については短期的な預金等により行っております。 

 売掛金に係る信用リスクは、リスク管理規程に沿ってリスクを管理しております。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

2024年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

資産    

① 現金及び預金 579,290,112 579,290,112 － 

② 預託金 420,000,000 420,000,000 － 

③ トレーディング商品 40,677 40,677 － 

負債    

① 預り金 491,766,263 491,766,263 － 

(注1)金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

①現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

②預託金 

顧客からの要求に応じて当社が支払義務を負う預り金及び受入保証金に応じて、1週間以内に

差替えを行っているため、決算日に要求された場合における引出額（帳簿価額）を時価とみなし

ております。 

③トレーディング商品 

   債券等については業者間気配を参考に算出した価格等によっております。 

 負債 

 ①預り金 

預り金については決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしていることから、

当該帳簿価額によっております。 
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「関連当事者との取引に関する注記」 

親会社及び法人主要株主等 

種 類 会社等の名称 議決権等の所有

(被所有割合)(%) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 

親会社 ＦＰＬホールディング

ス株式会社 

被所有 

直接66.34% 

役務の受入 

役員の兼任 

事務委託料

等の支払 6,600,000円 

子会社 株式会社ＦＰＬ総研 所有 

直接100% 

役員の兼任 配当金の受

取 
15,000,000円 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 

 

「一株当たり情報に関する注記」 

(1) 1株当たり純資産額       58,477円53銭 

(2) 1株当たり当期純利益        24,295円94銭 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                                         （単位：百万円） 

（2023 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

該当事項はありません    - 

 

（2024 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

該当事項はありません - 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得価

額、時価及び評価損益    

（単位：百万円） 

 

2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 
評価損益 

 

１．流動資産 － － － － － － 

 (1) 株券 － － － － － － 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (３) その他 － － － － － － 

２．固定資産 0 0 0 0 0 0 

 (1) 株券 0 0 0 0 0 0 

 (2) 債券 － － － － － － 

 (3) その他 － － － － － － 

合   計 0 0 0 0 0 0 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、

時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

   ① 株券                                                    （単位：百万円） 

 
2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．株価指数先物取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．株価指数オプション

取引 
－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 
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   ② 債券                                                   （単位：百万円） 

 
2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．債券先物取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．債券オプション取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

   (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況  

                                                              （単位：百万円） 

 
2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

１．有価証券先渡取引 － － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

２．有価証券店頭指数

等先渡取引 
－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

３．有価証券店頭オプ

ション取引 
－ － － － － － 

 (1) 売建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

 (2) 買建 － － － － － － 

   ① コール － － － － － － 

   ② プット － － － － － － 

４．有価証券店頭指数

等スワップ取引 
－ － － － － － 

 (注) トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。 
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５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、金融商品取引業等に関する内閣府令第 174 条第 3 号ハ及びニの規定に該当事項はあり

ませんが、2024 年 3 月期の計算書類について監査法人ライトハウスの監査を受けております。 

 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

  当社では、内部管理に関する最高責任者として取締役を内部管理統括責任者に任命し、内部管

理体制の整備と強化に努めるとともに、適正な営業活動に関する常時監査等の内部管理を行って

おります。また、全ての役職員に対して、コンプライアンスに関するマニュアルを配布し、研修等を実

施することで法令・諸規則の遵守徹底を図るとともに、知識の啓蒙・教育に努め、常にお客様に対し

て適正な勧誘が行われるよう、指導教育しております。 

  内部監査室においては、随時に実施する社内監査を通じて、内部管理体制の整備状況をチェック

し、より実効的な内部管理体制づくりに努め、法令違反の未然防止、証券事故防止等に積極的に取

り組んでおります。 

 ２．分別管理等の状況 

 (1) 金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円）     

項   目 2023 年 3 月 31 日現在の金額 2024 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の

顧客分別金必要額 
627 451 

期末日現在の顧客分別

金信託額 
210 420 

期末日現在の顧客分別

金必要額 
392 413 

  

 

 ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数     －千株     －千株     －千株     －千株 

債券 額面金額 － 百万円  19,080 百万円    － 百万円  44,010 百万円    

受益証券 口数  989 百万口    320 百万口  984 百万口    610 百万口 

その他 額面金額      －      －      －      － 
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 ロ 受入保証金代用有価証券 

 有価証券の種類 
2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数          － 千株          － 千株 

債券 額面金額         －百万円         －百万円 

受益証券 口数          －百万口          －百万口 

その他 額面金額            －            － 

 

ハ 管理の状況 

  有価証券の種類 会社の管理形態 

受益証券（国内） 顧客有価証券は、株式会社証券保管振替機構（以下、「保管

振替機構」という。）にて保管しています。 

保管振替機構では、顧客有価証券と会社有価証券を振替口座

簿にて保管管理しています。 

受益証券（海外） 海外の保管機関において混蔵管理されている有価証券につい

ては、当社の帳簿等により当社の有価証券分と顧客有価証券

分とを区分し、顧客ごとの持ち分が直ちに判別できるように管理

しています。 

債券（海外） 

海外の保管機関において混蔵保管されている有価証券につい

ては、当社の帳簿等により当社の有価証券分と顧客有価証券

分とを区分し、顧客の持分が直ちに判別できるように管理してい

ます。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

  該当事項はありません。 

 

④ 電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の

分別管理の状況  

   該当事項はありません。 
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(2) 金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等

に係るものを除く。）の状況 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 2023 年 3 月 31 日現在の金額 2024 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の商

品顧客区分管理必要額 
－ － 

期末日現在の商品顧客区

分管理信託額 
－ － 

期末日現在の商品顧客区

分管理必要額 
－ － 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

イ．有価証券等の種類ごとの数量等   

有価証券等の種類 2023 年 3 月 31 日現在 2024 年 3 月 31 日現在 

株券 株数 －千株 －千株 

債券 額面金額 －百万円 －百万円 

受益証券 口数 －百万口 －百万口 

倉荷証券 額面金額 －百万円 －百万円 

その他 額面金額 －百万円 －百万円 

ロ．管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 

① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円、千株 等） 

 管理の方法 当期末残高 

金 

銭 

－ － 

－ － 

有 
価 
証 
券 
等 

－ － 

－ － 

－ － 

－ － 
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 ② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況      

（単位：百万円、千株 等） 

 管理の方法 当期末残高 

金 

銭 

－ － 

－ － 

有 
価 
証 
券 
等 

－ － 

－ － 

－ － 

－ － 

 

③ 電子記録移転有価証券表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する権

利を除く。）に限る。）の区分管理の状況 

    該当事項はありません。 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

該当事項はありません。 

 

以 上  


